
群馬県障害者介護給付費等・障害児通所給付費等不服審査会運営要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「総合支援法」という。）第９８条第１項及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「児法」という。）第５６条の５の５第２項において準用する総合支援法第９８条第１項の規定により設置する群馬県障害者介護給付費等・障害児通所給付費等不服審査会（以下「不服審査会」という。）の運営等に関し、総合支援法及び児法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「総合支援法政令」という。）及び児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号。以下「児政令」という。）、並びに群馬県障害者介護給付費等・障害児通所給付費等不服審査会条例（平成１８年群馬県条例第１９号）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。
（会長）

第２条　会長は、会務を総理し、審査会を代表する。

２　不服審査会は、会長が議長となる。
（合議体）

第３条　合議体は、会長が招集する。

２　合議体は、合議体の長が議長となる。

３　複数の合議体を設置した場合、各合議体において取り扱うべき審査請求の事件については会長が定める。
（会議録）

第４条　事務局は、不服審査会及び合議体の会議について、次に掲げる事項を記載した会議録を作成する。

　一　開催年月日

　二　出席した委員等の氏名

　三　不服審査会にあっては付議した議案、合議体にあっては付議した審査請求の事件

　四　議事の要点

　五　その他必要な事項

２　会議録には、不服審査会にあっては会長が、合議体にあっては合議体の長が、これに押印しなければならない。
３　合議体の議事録は公開しない。
（審理の秩序維持）

第５条　合議体の長は、総合支援法第１０３条第１項又は児法第５６条の５の５第２項において準用する総合支援法第１０３条第１項の規定に基づき出頭した者が、審理の公正な進行又は秩序を妨げた場合、退場を命ずる等審理の秩序を維持するため必要な措置をとることができる。
（会議の公開）

第６条　不服審査会の会議は、個人の秘密の保護のためその他必要があると認められるときを除き、原則として公開とする。但し、合議体の議事は個人に関する情報に係るものであり、非公開とする。

（審査請求の受理）

第７条　審査請求の受理は、健康福祉部障害政策課が行う。
（答申）

第８条　不服審査会は、知事が諮問した審査請求の事件に係る議決の内容を、その理由を付して書面で知事に答申する。

２　答申書には、原則として次に掲げる事項を記載するものとする。

　一　審査請求人たる障害者又は障害児の保護者の氏名、住所及び生年月日

　二　審査請求が代理人によってなされたときは、代理人の氏名及び住所

　三　原処分をした市町村名

　四　不服審査会の結論

　五　不服審査会の判断
　六　答申の年月日
（委員の除斥）

第９条　委員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該審査請求の事件に関する議事に加わることができない。

　一　委員が審査請求人又は審査請求に係る処分の名あて人であるとき。

　二　委員が審査請求人又は審査請求に係る処分の名あて人の親族であるとき、又はあったとき。

　三　委員が審査請求人の代理人であるとき。

　四　委員が市町村の設置する総合支援法第１５条に規定する市町村審査会の委員として、審査請求に係る処分の審査に関わったとき。
（事務局）

第１０条　不服審査会の事務局は障害政策課に置き、不服審査会の庶務を処理する。

（その他）

第11条　この要綱に定めるもののほか、不服審査会及び合議体の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

　　附　則

　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。


